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 開発 T  私が所属するTeam NINJAブランドでは、各担当者
が集まって課題や状況を共有する場が月1回設けられています。
現場の「同僚の業務やナレッジを知りたい」ニーズと、マネー
ジャーの「課題解決と、若手を中心とした社員同士の学びを促
進したい」ニーズが合致した取り組みですね。他のタイトルで
の課題や解決策を知ることが、自分のタイトルの改善につなげ
られます。

 マーケ K  若手が成長できる機会は特に多いですよね。私が所
属するマーケティング本部では、新卒入社1年目終盤からプロ
デューサーへの提案が始まり、2年目からは社長提案が当たり
前。ここで戦略立案と実行を重ねることで失敗と改善を経験し、
費用対効果を実践的に学ぶんです。若手のうちからビジネスを
意識した企画提案ができるように、尋常ではないレベルで鍛え
られていると思っています。  

 CG T  業務以外でのサポートもありがたいですね。私は先輩
社員が兄・姉のように面倒をみてくれる「ブラザー制度（P.43）」
が心の支えでした。私は海外出身ということもあって、入社当
初は文化や常識の違いに戸惑う場面も多かったのですが、ブラ
ザーが傍らで不安を和らげてくれたことをよく覚えています。

 開発 T  ブラザー制度は基本的な業務だけでなく、仕事に必要
なマインドや、部署やブランドとして大事にすることなど、多
くを学べる場です。先輩社員は若手が失敗しても再び挑戦でき
るよう傍らで支える役目ですが、教えることは自身の振り返り
や、学び直しのきっかけにもなると思います。お互いが学び成
長できる点がいいですよね。

 CG T  生活面では、寮生活に助けられました。中国出身の私は、
台湾出身の先輩や他の同期社員と相部屋で生活を共にし、卓球
や野球などのレクリエーションを通じて所属先の垣根に囚われ
ない交流があって。特に海外から来た社員にとっては、寮生活
が異文化への理解にもつながりますし、社員同士の絆を深める
きっかけにもなっています。  

グローバル戦略と人材育成で
「世界No.1」へと歩みを進める

 CG T  外国籍社員の活躍は、グローバル市場での「世界
No.1」を掲げるコーエーテクモの成長の加速にもつながると
思っています。私個人が少し考えてみるだけでも、例えば故郷
である中国のゲーム市場の技術やトレンドに関するスピード感
を取り入れることは、さらに良いタイトルづくりにつながるよ
うに思っています。当社が積み上げたゲーム開発の歴史とシ
リーズで紡いできた世界観の深さに、新たな魅力をどうプラス
していけるか、思案を巡らせているところです。  

 マーケ K  Tさんの言うとおり、当社のタイトルの大きな魅力
である「史実に基づいた世界に没入できる面白さ」は大切にし
つつ、今後は今まで以上に、トレンドやニーズをキャッチアッ
プしながら、グローバル市場を意識した作り方をしていきたい
ですね。「全世界に届ける」視点で企画立案する体制づくりは、
始まっているけれどまだまだの段階。マーケティング担当とし
ては、海外連携の強化・地域に合わせたプロモーション戦略を
用いていきますし、会社の方針としても海外人材の採用は重要

になります。そうやって社内外の信頼と影響力を高めていくこ
とが、今後の海外展開への挑戦を後押しすると思っています。

 開発 T  「世界No.1のデジタルエンタテインメントカンパ
ニー」がビジョンであるからには、その実現に向けて「世界
No.1」といえるタイトルを作ることは必要不可欠だと考えて
います。自身のキャリアとしても、ゲーム・オブ・ザ・イヤー※

を獲得できるタイトル制作が目標でもあります。とはいえ、コー
エーテクモのゲーム開発はチームで行います。そのために重要
なのは、やっぱり「人」。会社の人員構成を見ても、20 ～ 30
代の数が圧倒的に多い状態です。毎年200人規模で若手社員
が入社しているので、ビジョン実現に向けたリーダーとして
育っていくことが、当社の挑戦を、そしてタイトルの質を押し
上げることにつながるのだと思います。もちろん、私自身も能
力を磨き続けます。そして、中長期的に会社の成長と自分の能
力のピークを重なり合わせることができれば、自身のキャリア
としても当社のビジョンとしても「最高のコンテンツの創発」
が実現するのでは、と考えています。

※　国内外の各メディアや業界団体が主催する、その年の優れたゲームソフトを選考 
　し表彰する賞、およびその総称。
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コーエーテクモは、「創造と貢献」と「Level up your happiness」を存在意義に掲げています。当社の２つの存在意義のもと、サステナビリティ基本方針に沿って経営戦略とサス
テナビリティの連動を図っています。サステナビリティ活動を通じて社会に新しい面白さの価値をもたらし、より豊かで持続可能な社会の実現に貢献していきます。

サステナビリティ委員会は、当社社長が委員長を務め、CSuO（Chief Sustainability 
Officer）、当社並びに国内グループ会社の各事業部・本部の責任者が委員となります。

サステナビリティ委員会では、サステナビリティに関する方針及び戦略、取組事項に
ついて四半期に１回以上、定期的に審議し、決議を行います。サステナビリティ委員会
での審議・決議の内容は定期的に取締役会に報告し、取締役会が監督を行っています。

2024年度の取締役会とサステナビリティ委員会では、マテリアリティの見直しを中心に審
議を行いました。

サステナビリティ推進室を中心に、社内関連部署及びグループ会社が施策を推進

委員長 鯉沼久史（代表取締役　社長執行役員CEO）

委員

CSuO、管理本部長、管理本部副本部長、執行役員、人事部長
コーエーテクモゲームス：エンタテインメント事業部長、IP事業部長、エンタテインメント
制作本部長、マーケティング本部長／コーエーテクモウェーブ：代表取締役社長／コーエー
テクモネット：常務取締役／コーエーテクモクオリティアシュアランス：代表取締役社長

事務局 サステナビリティ推進室

会議体 実績 主な審議内容

取締役会 計６回

【報告】
・2023年度サステナビリティ委員会の活動報告 
・サステナビリティ基本方針の改定について 
・温室効果ガスの削減目標、シナリオ分析
【決議】
・マテリアリティの見直し

サステナビリティ
委員会

第１回

【報告】
・ESG評価機関の評価
【決議】
・2024年３月期 有価証券報告書サステナビリティ項目の開示について 
・サステナビリティ委員会の委員構成

第２回

【報告】
・2024年３月期  有価証券報告書のサステナビリティ項目振り返り
【決議】
・人的資本に関する目標の検討 
・マテリアリティの見直しの進捗

第３回

【報告】
・マテリアリティの目的・見直しの方向性 
・ワーク・エンゲイジメント分析結果
【決議】
・サステナビリティ基本方針の改訂

第４回 【決議】
・マテリアリティのロングリストの検討

第５回 【決議】
・マテリアリティの特定

第６回

【報告】
・温室効果ガスのシナリオ分析の結果 
・2025年度サステナビリティ委員会の委員の交代 
・ESG評価機関の評価分析
【決議】
・温室効果ガスの削減目標の設定

コーエーテクモグループは「創造と貢献」の精神のもと、「新しい面白さ」を創出し、
世界中の皆様の心の豊かさや幸せに貢献することを存在意義とします。私たちを支え
てくださる様々なステークホルダーの期待に応えるように、社会課題へ積極的に取り
組み、「人」を中心に考え、企業価値向上と持続可能な社会を目指します。

連携

報告 監督

代表取締役  社長執行役員CEO
管轄
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サステナビリティ基本方針

サステナビリティ推進体制

2024年度の主な審議事項
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当社グループでは、サステナビリティ委員会や取締役会での議論を通じ、気候変動への影響が小さい業界特性を踏まえ、関連項目をマテリアリティには選定していませんが、TCFD
提言に基づく情報開示には引き続き取り組んでいきます。2024年度には、シナリオ分析及び温室効果ガス排出量の削減目標を策定しました。

当社グループでは、GHGプロト
コルに基づき、Scope1・2・3の
温室効果ガス排出量を算定し、気
候変動対策の進捗を管理していま
す。2030 年度までに Scope1・
2 の 排 出 量 を 2023 年 度 比 で
50％削減し、2050 年度までに
ネットゼロの達成を目指します。

コーエーテクモ
グループの

温室効果ガス
排出量（実績）

分類 2023 年度 2024 年度

Scope １ 127 112

Scope ２（マーケット GHG 排出量） 5,225 5,464

Scope ３（合計） 94,861 81,200

サステナビリティ委員会で定期的に審議・決議し、取締役会に報告を行っています。
決議された内容は、サステナビリティ推進室・不動産部を中心に施策を立案・実行します。

取締役会（計 3 回）

● 2023 年度の Scope １・２・３実績について（報告）
● 温室効果ガスの削減目標、シナリオ分析（報告）
● マテリアリティの見直しにおける気候変動の項目に対する検討結果（報告）

サステナビリティ委員会（計 3 回） 

● 2024 年３月期 有価証券報告書サステナビリティ関連開示
　 Scope １・２・３実績について（報告）
● 温室効果ガス 削減目標の設定（決議）
● 温室効果ガス シナリオ分析（報告）
● マテリアリティの見直しにおける気候変動の項目に対する検討
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ガバナンス 戦略及びリスク管理

指標と目標

Scope1・2のGHG排出量推移（目標）

5,352
t-CO2

2,676
t-CO2

2023年度 2030年度

2023年度比

50%削減

0

ネットゼロ
実現

2050年度

（単位：t-CO2）

気温上昇が1.5℃に抑えられた世界、気温上昇が4℃に進む世界などを想
定し、各シナリオにおいて、気候変動が当社グループの財務に与えるリスク
と機会を分析しました。シナリオ分析の検討に際し、TCFDの提言において
も引用されるIEA(International Energy Agency、国際エネルギー機関)
及びIPCC(Intergovernmental Panel on Climate Change、国連気候変
動政府間パネル)の設定するシナリオを参照しました。なお、気候変動のリ
スクと機会の検討にあたっては、検討期間を「短期（1 ～ 3年）」「中期（3
～ 10年）」「長期（10 ～ 15年）」に分類し、定義しています。

ゲーム開発事業の電力コストや、所有する不動産の物理的被害について、
気候変動のリスクを定量的に分析しました。専門機関の予測モデルや浸水リ
スクツールを用いて、短期から長期にわたる影響度を評価した結果、いずれ
のリスクも限定的であると結論付けています。

a.　電力の価格変化による財務的影響

地球環境産業技術研究機構（RITE）が作成した、「温暖化対策が十分に進
まない」というシナリオ（排出上振れシナリオ）に基づき、将来の電力料金
がどう変動するかを予測しました。

この予測データと、当社が現在使用している電力量を比較し、電力料金が
値上がりした場合に、当社が支払うコストがどれくらい増えるかを計算しま
した。その結果、短期・中期・長期のどの期間においても、コストの増加は「低」
レベルであり、当社の長期的な計画に大きな影響はないと判断されました。

b．資産の物理的被害による財務的影響

将来、気温が4℃上昇した場合の洪水を想定し、当社が所有する事務所な
どの建物がどれくらいの被害を受けるかを試算しました。国土技術研究セン
ター（JICE）や国土交通省のツールを使って、洪水の浸水深から被害額を
計算しています。その結果、建物に被害は生じないと評価され、当社に金銭
的な影響はないと結論付けられました。このため、当社の長期的な計画に悪
影響を与えることはない見込みです。

詳細は「有価証券報告書」  　よりご確認ください。

気候変動関連シナリオに基づく定性的なリスクと機会 ▶ リスクと機会の検討における影響度に
　ついての評価 

気候変動関連シナリオに基づく定量的なリスク

移行リスク

分類 影響先 短期 中期 長期

現行の規制
調達 中 高 高

売上 低 中 高

新たな規制
調達 高 高 高

売上 低 高 高

法規制
調達 中 高 高

売上 低 低 高

技術リスク
調達 中 高 中

売上 低 高 中

市場リスク
調達 中 中 中

売上 低 中 中

評判リスク
調達 低 中 中

売上 低 高 中

物理的リスク

急性リスク
調達 中 中 中

売上 低 低 中

慢性リスク
調達 低 中 中

売上 低 低 中

機会

市場
調達 低 高 中

売上 低 低 低

レジリエンス
調達 中 高 中

売上 中 中 低

資源の効率性
調達 低 中 中

売上 低 高 中

エネルギー源
調達 中 中 中

売上 低 高 中

製品・
サービス

調達 低 高 高

売上 低 高 高

https://www.koeitecmo.co.jp/ir/docs/ird2_20250623.pdf
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グローバル展開を進める当社グループにとって、ステークホルダーとの信頼関係は、事業の成長に不可欠な要素です。そのため、「消費者を保護し、安心して楽しめる環境の提供」をマテリアリティの一つ
として、高い優先度で情報セキュリティの強化に取り組んでいます。グループ全体で強固なセキュリティ体制を構築し、個人情報保護にも継続的に取り組むことで、安心して楽しめる環境を提供し続けます。

当社グループでは、リスクに関する情報を入手した
際のエスカレーションプロセスを定めています。万が
一インシデントが発生した場合には、情報セキュリ
ティ統括責任者の指揮下で対応する体制が整備され、
状況に応じ代表取締役　社長執行役員CEOを委員長
とするリスク管理委員会が開催されます。

また、各部門において「個人データ取扱マニュアル」
を整備しており、プライバシーに関するインシデント
が発生した場合には、各部門の個人データ取扱責任者
から関係部署責任者等の関係者への速やかな報告が行
われる体制を構築しております。併せて、状況に応じ
て社長への報告が行われる運用としております。

情報セキュリティ統括責任者

当社グループは、情報システム担当役員を情報セ
キュリティ統括責任者として定めております。

現在、当社グループの情報セキュリティ担当役員は、
管理本部副本部長が担っております。

エスカレーション体制

　当社グループは、情報セキュリティに関する事業上のリスクとして、以下のようなものがあると考えています。
● 不正アクセスやサイバー攻撃によるシステム停止、データ流出・損失・改ざん　　● 重要情報の持ち出しによる情報漏えい　　
● 関連法令や規制の遵守に伴うコストや手間の増加　　● 情報セキュリティ事故の発生に伴う訴訟や罰金・損害賠償の負担　　● 情報セキュリティ事故の発生に伴う社会的な信用の低下

ガバナンス体制 戦略

リスク

各現場（海外子会社を含む）

  情報セキュリティ管理者（主管部門の部門長）

主管部門（情報システム部）

情報セキュリティ統括責任者

代表取締役　社長執行役員CEOへ報告
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a．不正アクセス、マルウェア※対策
外部からの攻撃に備えるとともに、不正アクセスなどのリスクに対して、多層的な防御策を採用した統合的か

つ効果的な施策を実施しています。情報システムやクラウドサービスへのアクセスにおいても、多要素認証（MFA）
を導入し、複数の認証要素を組み合わせることで、不正アクセスのリスクを低減しています。新たな基準やトレ
ンドについても常に情報を収集し、必要性を見極めながら最適な対策を実施できるよう、情報セキュリティ管理
のアップデートを行っています。
※　コンピュータウイルスやワーム、ランサムウェアなどの悪意のあるソフトウェアの総称。システムへの侵入や情報の盗難、破壊等を目的とする。

b．情報漏えいリスクへの対策
情報漏えいのリスクを低減するために、個人情報や機密情報を含むファイルは情報保護ツールを用いて暗号化

しており、データが漏えいしても関係者以外は内容を閲覧できないように保護する対策を講じています。また、
社員の情報持ち出し管理の強化に加えて、操作ログの取得を行い、社内からの情報漏えいの抑止に努めています。

c．自然災害リスクへの対策
事業の継続性を高めるために、国際的な基準に準拠したクラウド環境の活用を促進し、大地震などの自然災害

やサイバー攻撃による基幹システムの停止を防いでいます。また、当社グループ内の各拠点間のネットワークの
バックアップ網を強化し、単一障害点を作らない設計と各拠点網の冗長化、バックアップ網の強化を進めています。

情報セキュリティ教育や標的型攻撃メー
ル訓練などを定期的に実施し、社員の意識
向上とスキル向上に努めています。具体的
には、eラーニングによる情報セキュリティ
教育を国内外のグループ会社の全社員を対
象に実施しており、受講率は100％を達
成しています。また、標的型攻撃メール訓
練では、疑似攻撃メールを社員に送信し、
適切な対応を学ばせることで、攻撃に対す
る認識と対応力を強化しています。訓練結
果においては、開封率及び報告率のいずれ
においても、国内日本企業の平均より対応
力が高く、2024年度は2023年度と比
較して改善が見られており、継続的な教育
効果が認められています。

情報セキュリティインシデントの事象ごとに検知、初動対応、トリアージ、レスポンスの具体的な内
容を取りまとめたアクションプランを整備し、有事に備えています。これにより、緊急時にも迅速かつ
的確に対応できる体制を整えています。万が一インシデントが発生した場合には、ガバナンス体制に記
載のエスカレーションプロセスに従い、関係部署が連携して対応を行います。 

▶ BCP対策
BCP対策としては、「BCP基本グローバル規程」により、「リスク管理グローバル規程」で定める

「リスク事案」を超えて、経営の継続に影響がある事案については「経営危機事案」と捉えて「経営
危機対策本部」を設置します。同本部には、①通常時の規程による権限を越えた権限が一時的に付与さ
れ、②一部の社内手続きを省略または簡略化できる、というルールがあります。 

グループ各社の社内情報インフラの管理を当社の情
報システム部に集約し、責任の明確化と運用の標準化
を図ることで、管理体制の強化と運用効率の向上を実
現しています。また、社内情報インフラの管理を一元
化することで、統一的なセキュリティ運用の実現にも
寄与しており、脅威への迅速な対応や情報漏えいリス
クの低減を図り、グループ全体の情報資産の安全性を
確保しています。これらの取り組みにより、安定した運
用と高いセキュリティレベルの維持に努めております。

リスクコントロール

国内外グループ会社の管理 アクションプランの整備（BCP対策）

社員教育
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当社グループが掲げる9つのマテリアリティの一つ「心の豊かさへの貢献」の実現に向けて、自治体や地域社会と連携し、イベント開催や教育支援などを通じた取り組みを行っています。
当社グループは新たな価値体験や感動を提供し、コミュニティを育むとともに、地域社会や学術活動への参画を通じて、事業を通じた持続可能でより良い社会の実現を目指しています。

当社グループは小・中学校で「まちの先生」という職業教育活動
を実施しています。ゲーム業界の魅力や仕事の多様性を伝え、未来
を担う子どもたちのキャリア形成を支援しています。子どもの知的
好奇心と将来への展望を育むことで、持続可能な社会の実現に貢献
していきます。

▶ 開催実績

▶ 「まちの先生」生徒へのアンケート結果
■ 強く思う・思う　　■ どちらともいえない・あまり思わない・思わない

未来を育む「まちの先生」

当社グループは、2021年度より自治体やNPO 法人、小
学校などと協働し、地域社会の活性化に取り組んでいます。
2024年度には小・中学生が歴史に興味を持つきっかけとな
るよう、戦国ウォークゲーム『信長の野望 出陣』のワークシー
トを活用した自由研究企画を実施。さらに、2025年には『信
長の野望 出陣』が山形県米沢市の「米沢上杉まつり」に参
加し、ゲーム内で祭りのスポットへ訪問するイベントを開催
しました。また、公益財団法人滋賀県暴力団追放推進センター
ともコラボレーションし、暴力団追放啓発ポスターの制作な
どを行いました。当社のコンテンツを通じて地域とのつなが
りを深めるとともに、未来を担う世代の育成や、より良い社
会の実現に貢献しています。

地域社会とのコラボレーション

当社グループは、将来を担う学生の実践的
な学びと次世代育成を目的にした経営層や技
術者による講演や寄附講座を実施していま
す。ゲーム開発やAI・ゲームエンジンなどの
最新技術に関する知見を共有し、ゲームが物
語伝承、IP、最先端技術として社会で果たす
役割を伝えています。ゲーム業界志望の学生
や研究を志す学生に対し、ゲームの社会的影
響と可能性を深く考察する機会を提供してい
ます。

大学の講演会
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単位：件

2021 年2020 年 2023 年2022 年 2024 年

プログラミング
について

もっと学びたい

横浜市立西前小学校での授業 横浜市立軽井沢中学校での授業
公益財団法人滋賀県暴力団追放推進センターと
コラボレーションした暴力団追放啓発ポスター

自由研究企画『信長の野望 出陣』
ワークシート

米沢市の「米沢上杉まつり」でのコラボレーション

東京科学大学での襟川会長の講演

早稲田大学での襟川会長の講演

自分の将来を
考える上で
役に立った

ゲーム関連の
仕事に興味を

持った

6868％％ 7878％％
6262％％

3232％％
2222％％

3838％％
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というメッセージをいただき、単にゲームをクリアした達成感を感じるだけではなく、自分に対し
て自信を持つことができ、とても勇気づけられました。多くのエンタテインメント企業が「お客様
を幸せにする」と謳う中で、コーエーテクモならではの価値は、この「レベルアップ」という感覚
にあるのではないでしょうか。

A. 襟川会長
当社のルーツを遡ると、かつて「E&E事業部」と名乗っていた時代があり

ます。これは「Entertainment & Education」の略で、「面白くて、ために
なる」ゲームを作ろうというコンセプトを掲げていました。ただ面白いだけで
なく、ためになるゲームを80年代からずっと作ってきた。そのDNAが、今
の経営陣や社員にも脈々と受け継がれているのだと思います。お客様に成長を
実感していただくと同時に、開発者自身も「自分の力量やスキルが上がって
いく」ことを喜びとし、それをお客様の喜びにつなげる。この両輪が「Level 
up your happiness」という言葉に自然と体現されています。

A. 鯉沼社長
お客様にレベルアップして喜んでいただくことが、我々開発者の喜びであ

る、という考えが社内に浸透しています。

世界トップ 10 への挑戦：拡大戦略と、その課題

Q. アナリスト B
今回初めて長期ビジョンを掲げていますが、「営業利益世界トップ10入り」という長期ビジョン

達成に向け、今一番力を入れるべき点は何でしょうか。

A. 鯉沼社長
やはり「人的資本」が基礎です。具体的には、人材の確保と教育に尽きます。

特に今は、各ブランド間で培ってきた成功・失敗の経験、つまりナレッジの
共有の仕組みを見直す良いタイミングがきています。従来の共有の仕組みを
ときほぐし、組織全体で「いいゲームを作れる製作集団」としてのレベルを
上げることが優先課題と考えます。プロモーションや販売戦略はその力がつ
いてきてはじめて生きてくるものです。

コーエーテクモならではの価値創造：「面白くて、ためになる」の DNA

Q. アナリスト A
世界的にゲーム市場の拡大が続く一方、生成AIの登場などで誰もがコンテンツを作れる時代にな

り、競争は激化しています。この環境で「コーエーテクモらしさ」をどのように実現し、差別化を図っ
ていくのでしょうか。

A. 襟川会長
当社グループの存在意義は「創造と貢献」にあり、いつの時代も「今まで

にない新しい面白さの追求」です。近年の市場トレンドは我々にとって追い
風です。特にアジア圏でコンソールやPCのアクションゲーム市場が急成長
しており、さらに米国の著名なテレビ賞で日本の時代劇を題材とした海外ド
ラマが高く評価されたことで、日本や東洋の歴史・文化への関心が高まって
います。44年間、歴史ゲームを作り続けてきた我々が活躍できる領域が大き
く広がったと捉えており、グローバルに積極的に展開したいと考えています。

Q. アナリスト A
少し哲学的な質問で恐縮ですが、コーポレートスローガン「Level up your happiness」につ

いてお伺いします。私自身、学生時代に『三國志Ⅲ』をクリアした際、最後に「全土統一したのは
君の努力のおかげだ。君は成長しているんだ、これからの人生もきっとうまく乗り切れるだろう」

機関投資家とのコミュニケーション
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経営戦略と企業価値向上に向けた
アナリスト・ダイアログ

当社グループの持続的成長に向けた経営戦略について、アナリストの皆様との意見交換の場を
設けました。当日は、襟川会長及び鯉沼社長がアナリストの皆様と直接対話を行い、率直な意見
を交わす貴重な機会となりました。ここでは、企業理念から長期ビジョン、IP戦略、そして業界
の未来まで、多岐にわたるテーマで交わされた対話の模様を、議論の流れに沿ってお届けします。

・アセットマネジメント One 株式会社 城戸 謙治 様
・野村アセットマネジメント株式会社 大場 剛平 様
・東京海上アセットマネジメント株式会社 大谷 章夫 様　　他 2 名
・当社 : 代表取締役会長　兼　取締役会議長　襟川 陽一、代表取締役　社長執行役員CEO　鯉沼 久史

参
加
者
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Q. アナリスト C
将来的に人員規模を5,000人にする中で、コーエーテクモの強みである独自の企業文化が薄ま

るリスクをどうお考えですか。

A. 鯉沼社長
非常に重要なご指摘です。過去の反省も活かして考えると、小さいタイトル

から大きなタイトルまで、多様なポートフォリオをバランス良く維持すること
が、結果として組織の質を維持しながら拡大していく最良の方法です。また、
現場の教育という観点でも、小規模なタイトルで「作って、売って、反省する」
という一連のビジネスを早いうちに経験することが、開発者の成長に不可欠だ
と考えます。第３次中期経営計画の際、「AAAタイトルをドライバーとし、収
益を伸ばしていこう」と考え、大型タイトルに集中しようとしたことがありま
した。ただし、タイトルにはそれぞれ適正なマーケットサイズがあり、それを
無理に広げると歪みが生まれることを学びました。その反省から、私の考えで
は、大型AAAタイトルを作る一方で、これまで通り10万本、20万本規模で
もしっかりビジネスになるようなタイトルも作り続けます。経営的には全てを
大型化する方が楽かもしれませんが、そうすると開発の質が保てないためです。

Q. アナリスト D
一方で、ものづくり以外の課題はいかがでしょう。グローバルでの展開力・販売力にはどのよう

な課題感をお持ちですか。

A. 鯉沼社長
率直に申し上げて、グローバルで大型のコンソール・PCタイトルを我々

単独で大々的に展開した経験が少なく、北米・欧州に関してはまだ弱いと思っ
ています。これからプロモーションやマーケティングを強化し、自社でしっ
かりと販売できる素地を作ることが、今回の第４次中期経営計画の大きな
テーマです。実際に、「仁王」シリーズの過去2作は当社グループがプロモー
ションの主体ではありませんでしたが、次に発売する『仁王３』では自社主
導でしっかりと展開していく予定です。

Q. アナリスト B
M&Aについてはいかがでしょう。業界再編が進む中で、御社のM&Aにおける哲学とは何でしょうか。

A. 襟川会長
「魅力的なIP（知的財産）を持っているかどうか」に尽きます。成功し、

成長が見込まれるIPこそがM&Aのキーです。魅力的なIPは、特定のクリエ
イターがいなくなっても、そのIPの精神を社内にいるファン（＝社員）が引
き継いでIPを復活させ、さらに成長させることができるからです。例えば、
ガストの場合、キャラクターが非常に強い会社でしたが、当時年間10万本
程度売れた「アトリエ」シリーズは、現在100万本以上売れる強いIPに成
長しています。

対話を通じて：これからのコーエーテクモに向けて

アナリスト E
本日お話を伺い、特に鯉沼社長がおっしゃった「大型タイトルと中小タイトルをミックスして、

人を育てながら質を維持していく」というポートフォリオ戦略は、外から見ているだけでは分かり
ませんでした。5,000人への増員と聞くと、単純にAAAタイトルを倍作れるようになる、という
イメージを持ってしまいがちですが、戦略の中身が他社さんとは全く違うのだと、今日改めて理解
できました。

アナリスト B
まさに、御社は他社との協業やコラボレーションが業界の中でも優れているので、「協業やシリー

ズで安定した基盤を作りながら、自社の新規IPというリスクな部分に挑戦する」というハイブリッ
ドな戦略を示せれば、投資家も理解しやすいと思います。本日のお話のように、人員計画とパイプ
ラインの考え方を合わせて示していただけると、他社との違いが明確になります。

機関投資家とのコミュニケーション
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社外取締役の座談会

手嶋 雅夫
取締役（独立社外役員）

小笠原 倫明
取締役（独立社外役員）

上沼 紫野
取締役（独立社外役員）

小林 宏
取締役（独立社外役員）

林 文子
取締役（独立社外役員）

佐藤 辰男
取締役（独立社外役員）

XX

監督と執行の分離、社長の選任について

―― 新体制が目指す監督と執行の分離とは 

 佐藤  2025年6月19日より経営の監督と執行を分離したこ
とは、当社グループが新たな成長ステージへ移行するために不
可欠な決断でした。取締役会が執行と一体である場合、困難な
局面ほど執行の論理に偏り、客観的な監督が難しくなるという
ガバナンス上の本質的な課題があります。10年という長期で
世界トップ10入りを目指す当社グループにとって、目先の課
題だけでなく、将来を見据えた健全な意思決定をするための今
回の体制改革は、まさに適切な時期に実施され、その意義は極
めて大きいと感じています。

 手嶋  実際に海外で経営を行った経験から、かねてより監督と
執行の分離がガバナンスの根幹であると確信していました。当

社の取締役会は、その原則に則ったものです。執行は事業推進
に専念し、取締役会は株主や社会の視点から監督に徹する。こ
のシンプルで明快な体制が、経営の透明性と健全性を高め、迅
速な意思決定を可能にすると考えています。また、会社として
何より大切なのは、会社法をはじめとするルールに則り、正し
く運営されていることです。私も当社以外の会社を経営してい
る現役の経営者としての視点から違和感を覚えたことは率直に
伝え、ルールの明確化や透明性の高い情報開示を行うことで、
取締役会の実効性向上に貢献していきたいと考えています。

 上沼  外部から見ると、当社はオーナー企業という印象が強い
かもしれませんが、実際には非常に開かれた議論が行われてお
り、意見の多様性が尊重されていると感じています。社外取締
役としても、経営陣と一体感を持って企業価値の向上に寄与で
きる環境が整っていると思います。

―― 社長交代のプロセスと指名報酬委員会の役割について 

 小林  私は指名報酬委員会委員長として、特にサクセッション
のプロセスに深く関わってきました。鯉沼新社長に関しては、
当社の代表取締役副社長に就任した2018年から取締役会で継
承について話題にする機会があり、必要な議論を積み重ねてき
ました。その結果、「今が適切なタイミング」という認識が委
員の間で共有されており、今回の承継にあたって特段の異論は
ありませんでした。こうした過程を経て決定に至ったという点
でも、社外の立場から丁寧に検証する体制が根付いていると感
じています。指名報酬委員会の審議は、以前は少し形式的な側
面も見られましたが、2022年に社外取締役が委員長を務める
ようになってからは、厳格さが一段と高まりました。単に人事
案を「承認するか否か」で済ませるのではなく、その背景にあ
るロジックを執行部門にすべて語らせることから始まり、納得
できなければ議案を通さないという姿勢が徹底されています。
この「馴れ合いを許さない」という緊張感が、委員会の健全な
運営を支えています。

座談会メンバー

健全な対話と透明性のもと、
実効性あるガバナンスで持続的成長を支える
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―― 社外取締役からみた鯉沼社長の評価ポイントは

 林  当社のDNAは、創業者である襟川陽一新会長がそうであ
るように、クリエイターでありながら経営者でもあることです。
その精神を承継できる人物こそが、次代のリーダーにふさわし
いと考えていました。鯉沼新社長は、まさにその人物です。彼
は主要ゲームをヒットさせた実績を持つだけでなく、利益に対
する厳しいビジネス感覚と、誰からも慕われる温かい人柄を併
せ持っています。社長という重責が彼の潜在能力をさらに開花
させ、ビジネスリーダーとして目覚ましい成長を遂げています。
彼のオープンなコミュニケーションスタイルは、当社の強みで
あるクリエイター集団の結束を一層高めるでしょう。今回の新
社長就任は、当社の未来にとってこの上なく的確な人事であっ
たと評価しています。そのリーダーシップは、ビジネス感覚と
クリエイターへの理解を併せ持つ人物ならではのものであり、
誰に対しても分け隔てなく接する姿勢から、人間的な器の大き
さも感じられます。責任ある立場に就いたことでさらに力を発
揮していくことを期待します。コーエーテクモをさらに進化さ
せていくうえで、まさに適役であると感じています。

事前情報の充実と専門性ある対話が
実効性ある意思決定を促進

 林  私は社外取締役として3年目を迎え、これまで以上に、深
く議論に関与し、より一層責任ある発言ができるようになってき
たと実感しています。取締役会には社長経験者が多く、毎回真
剣勝負のような緊張感があり、常に学びと準備が求められます。
一方、株主総会では熱心なファンの方々が、企業への思いを込
めて温かい対話を交わしており、会社に対する深い信頼を感じ
ます。こうした株主との誠実な対話姿勢と、社内外の多様な意
見を真摯に受け止める取締役会の姿勢は、開かれた経営の表れ
であり、企業としての信頼にもつながっていると感じています。

 小林  私たちは、ゲーム開発や売上などの事業進捗についても、
中期経営計画に沿ったモニタリングを継続的に行っており、目
標に届かなかった場合には、その背景や要因について、経営陣
から丁寧な説明を受ける機会もあります。そうした対話を通じ
て、取締役会としての実効性を高めていると実感していますし、
特に、ここ数年ではさらに高まったと感じます。かつては、一
部の資料の準備タイミングにばらつきがみられることもありま
したが、現在はすべてが事前に共有されるようになり、議論の
質も飛躍的に上がっています。「大型タイトルの進捗状況をもっ
と詳しく知りたい」といった要望に対して、経営陣が丁寧に応

じてくれることで、KPIや現況の数値などが開示され透明性が
担保され、建設的な議論が可能になっています。

 小笠原  加えて、当社の取締役会は他社比較でも開催頻度が多
く、通常は月2回のペースで取締役会を開催しています。これ
により、継続的なモニタリングや迅速なフィードバックが可能
となり、経営判断の質とスピードの両立につながっています。
事前資料の充実に加え、この開催頻度もガバナンスの安定性を
高める大きな要素でしょう。

 上沼  私自身、もともとゲームが好きで、当社のタイトルもプ
レイしています。だからこそ、ゲームプレイヤー目線を踏まえ
た経営の監督という視点を、自然と意識したいと思っています。
今後は、AIといった先進技術の利用についても、取締役会では
積極的に議論していきたいと考えています。AIはゲーム開発や
制作体制に変革をもたらす可能性があるだけでなく、知的財産
や表現の在り方といった法的観点でも重要な論点を含んでいま
す。私はこれまで、新しい技術領域における法的リスクや制度
設計にも関心を持って関わってきましたが、AIのような技術が
持つ影響を正しく捉えるには、法務と技術の両面からの視座が
不可欠だと感じています。
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 佐藤  この業界は、技術革新の速度が極めて速く、常に新たな
事業機会とリスクが生まれています。このような環境下では、
執行と監督の間に生じがちな「情報の非対称性」の解消が、実
効性のあるガバナンスの鍵となります。 取締役会では、経営陣
から業界の最新動向や四半期ごとの競合分析が報告される他、
AIをはじめとする新技術に関する質疑応答も活発に行われてい
ます。経営陣からのタイムリーな情報提供と、私たち取締役か
らの積極的な質問が双方向のコミュニケーションを促し、情報
の格差は継続的な対話の中で着実に解消されています。これに
より、変化の激しい事業環境を的確に捉えた、質の高い審議が
可能な体制が構築されていると認識しています。

中長期的な人材投資と
多面的なモニタリングで人材戦略を支える

 小林  企業の価値の源泉はやはり「人」にあります。だからこ
そ、CEOや執行役員の選定だけでなく、次世代リーダーの育成、
評価制度、採用戦略まで、人的資本への投資についても幅広く
議論しています。特に印象深いのは、新卒を年間約200人規
模で採用していること。即戦力採用が主流の時代に、ここまで
の覚悟と長期視点を持った人材投資は非常に貴重です。

 上沼  新卒一括採用を維持しながらも、技術やセキュリティと
いった領域に対しては高度な専門性を求める。そのバランス感
覚を併せ持つことが強みです。また、技術力の高さはゲームに
限らず、教育やセキュリティ分野にも応用できると感じていま
す。

 手嶋  「当社の持続的な成長は人材への投資」に尽きると考え
ています。どれほど素晴らしい設備や高性能なツールを整えて
も、それを活かせる人材がいなければ意味がありません。だか
らこそ、経営の根幹には常に「人」があり、人材戦略に最も多
くの資源を投じるべきだという前提のもと、私たち取締役会も
10年先を見据えた成長の構想を共有しています。

 小笠原  2024年度に、企業価値向上の基盤となる「マテリア
リティ」の見直しが行われた際には、社外取締役としてもイン
タビューを受け、当社の成長にとって何が重要かについて率直
な意見を交わしました。結果として、「人材」が重要課題とし
て再確認されただけでなく、「世界トップ10入り」という定量
的な目標を掲げたことにより、経営の基本方針が論理的に整理
され、共有された意義は大きいと感じています。こうした定性
的・定量的な重要課題を、取締役会としても丁寧に確認・見直
しながら、長期目標に向けて支援していきたいと考えています。

長期視点でのIP育成とグローバル展開の推進

 小笠原  文化や歴史へのリスペクトを込めたコンテンツを、世
界のゲームファンが支持してくれていることは、コーエーテクモ
のIPの強さを証明していると思います。一方で、IPの開発・展
開は決して容易ではありません。だからこそ、私たちはそのプロ
セスを丁寧にモニタリングし、支援する立場にあります。IPが
企業の中長期的な競争力の源泉である以上、その育成や展開の
意思決定には、長期的視野と多様な視点からの関与が不可欠で
す。この会社は、ゲームメーカーである以前に「ものづくり企業」
なのだと実感しています。「品質・納期・予算」をきっちり守る
という姿勢。だからこそ、ファンからの信頼も厚く、社員も誇
りを持って働ける。福利厚生や職場環境への配慮が行き届いた、
持続的成長にふさわしい経営が実践されていると感じます。

 佐藤  現在は、ゲームを中心に事業を展開していますが、ゲー
ム以外において、IPをどの分野で育成するかも、当社において
重要なテーマです。アニメや漫画、映像などとのメディアミッ
クスも含め、中長期的にどうIPを発展・展開させるかについて、
社外取締役として監視しながら、ときにはIPを軸とした戦略等
に資する情報などをフィードバックし、当社の成長に貢献して
いきたいと思います。

 小笠原  「世界トップ10を目指す」という目標に向け、私たち
も、その達成に向けた進捗を丁寧に確認し、必要な提言を行う
ことで長期的な成長を後押ししていきます。

健全な対話と誠実な企業風土が
信頼に根差した成長を導く

―― 株主へのメッセージを

 小林  私たち社外取締役の使命は、経営が掲げるビジョンと、
実際の組織運営や社員の働き方がきちんと連動しているかを見
届けることです。経営者の判断や社員のモチベーション、ゲー
ムファンとの関係性など、企業価値に直結する要素を社外の視
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点からモニタリングして見極めながら、必要に応じて提言を重
ねていく。その積み重ねが、信頼につながると考えています。

 佐藤  その意味で、短期的な収益にとらわれず、中長期で企業
を支えてくださる株主の皆様にどう応えていくかが重要です。
当社の成長戦略や、株主還元の在り方は、長期的な視点を持つ
個人投資家の皆様にご満足いただけるものと信じております。
ぜひ、当社の株式を長く保有していただき、その成長を応援し
ていただきたいと思います。

 上沼  エンタテインメントは生活必需品ではありません。だ
からこそ、人の心に届く「価値」こそが、企業の存在意義を
決定付けます。私自身、ゲームプレイヤーとしての感覚を忘
れずにこの会社に向き合おうと思っていましたが、改めてそ
の理念や姿勢は深く共感できるものだと考えています。

 手嶋  株主の皆様が、当社の株式を保有していることを自慢で
きる。それこそが、私たちが目指すべき企業価値の姿です。そ
のために最も重要なのは、徹底した透明性です。取締役会で何
が議論され、どう意思決定されたのか。そのプロセスを株主と
共有することが、真の信頼関係を築く第一歩だと考えます。良
い製品を作り、誠実な経営を行い、その全てをオープンにする。
この姿勢を貫くことで、株主が誇りを持って応援し続けてくれ
る企業になれると確信しています。

 林  本当にホワイト企業の鑑みたいな会社だと思います。そう
した姿勢の根底には、ガバナンスやコンプライアンスを徹底し
ようと努力する誠実な企業風土があります。社員の一人ひとり
が誇りを持って働ける環境が、結果として投資家やお客様への
信頼につながる。私はその循環を、取締役会の議論の中で日々
感じています。

 小笠原  私自身、社外取締役としての議論を通じて、この会社
が地に足のついた成長を志し、誠実かつ果敢に未来へ挑戦して
いることを実感しています。どのような局面でも、自分たちの
進む道が正しいと信じ、それを社内外にしっかりと伝えていく。
また、社外取締役が株主の皆様と直接意見交換をする機会は限
られていますが、もしそのような要望があるのであれば、積極
的に応じたいと考えています。その姿勢が、すべてのステーク
ホルダーとの信頼関係を築く土台になるのだと思います。私た
ち取締役会も、高い独立性と多様な視点を持って、今後も経営
の健全な監督に取り組み、持続的な成長に向けた歩みをしっか
りと支えていきます。
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当社グループは、中長期的な企業価値向上を見据え、次世代経営層の育成と円滑な権限移譲を計画的に推進しています。特に、2025年6月に代表取締役　社長執行役員CEOに就任した鯉沼久史において
は2015年4月に株式会社コーエーテクモゲームスの代表取締役社長（COO）に就任して以降、前任の襟川陽一からの権限移譲を段階的に進めてきました。

※  KTG：コーエーテクモゲームス　 ※  KTHD：コーエーテクモホールディングス　 ※  KTN：コーエーテクモネット　 ※  KTW：コーエーテクモウェーブ　 ※  KTQA：コーエーテクモクオリティアシュアランス

当社グループのサクセッションプランは、2009年の
経営統合以来、透明性、公正性、客観性を保ちながら進
めてきました。この度のサクセッションでは、指名報酬
委員会の諮問を経て、取締役会で討議の上、株主総会に
て次期社長を決定しました。

新体制に向けたサクセッション

鯉沼社長の社長就任までの経緯と実績 サクセッション強化に向けての取り組み

4 月：株式会社光栄（現 KTG）執行役員に就任
2006年

● 当時、最年少の執行役員

● 初協業タイトル『ガンダム無双』発売 2007年

7 月：株式会社光栄（現 KTG）常務執行役員に就任 2008年

6 月：KTHD 執行役員に就任 2009年

4 月：KTG 常務執行役員に就任 2010年

4 月：KTG 専務取締役に就任 2011年

4 月：ソフトウェア事業部（現 エンタテインメント事業部）の事業部長に就任
6 月：KTHD 取締役に就任 2012年

6 月：KTG 取締役副社長に就任 2013年
6 月：KTG において「副社長」が会長・社長不在時の代行者であることを
　　　職務権限規程で定義

4 月：KTG 代表取締役社長（COO）に就任 2015年 5 月：KTG 職務権限規程の改定により権限移譲を実施

● ブランド制導入によりIPを強化
● 大ヒットアニメ『進撃の巨人』のコンソールゲーム発売 2016年

4 月：KTHD 代表取締役副社長に就任
　　　KTN 代表取締役社長に就任
　　　KTW 代表取締役会長に就任

2018年 5月：KTHD職務権限規程改定（KTGにおいて大半の事項の権限移譲を実施）

2019年
6 月：役員の指名・報酬等に関する意思決定プロセスの公平性・透明性・
　　　客観性の向上を目指し、指名報酬委員会を設置

4 月：KTQA 代表取締役社長に就任 2020 年

2022 年 12 月：指名報酬委員会の委員長を社外取締役に変更

2023 年 3 月：執行役員の増員・昇格を通して、次世代経営層となり得る役職者を増員

2024年

5 月：各種会議の参加メンバーの見直しを行い、権限移譲を推進
5月・9月：国内外グループ会社の職務権限規程の改定を通して、人事異動
　　　　 　及び支出、契約締結等の権限移譲を実施
12月：指名報酬委員会・取締役会において新経営体制について議論

４月：KTG 代表取締役社長（COO ＆ CEO）に就任
6 月：KTHD 代表取締役 社長執行役員 CEO に就任 2025年

2 月：取締役会で新経営体制案が正式決定・開示
6 月：取締役会のメンバーにおいて、社外取締役が過半数を占める新体制に移行

社長就任までのプロセス

STEP01▶ 候補者の選定とモニタリング
取締役会にて、経営幹部の中から次期社長候補

となり得る人材を、多角的な観点から評価し、継
続的にモニタリング。評価項目には、ヒット作を
生み出す能力、ヒット作を体系化する力、そして
経営者としてのリーダーシップなどが含まれる。

STEP04▶ 就任
株主総会での議論を経て、取締役会において社

長を決定。

STEP03▶ 取締役会での決議
指名報酬委員会からの答申を受け、取締役会に

おいて社長候補者の選任を審議し、決議。

STEP02▶ 指名報酬委員会での議論と審議
指名報酬委員会にて、候補者の適格性について慎

重に審議。
候補者のこれまでの実績とその中で示された経

営手腕やリーダーシップなどの観点から評価。そ
の中で、当社グループの今後の成長戦略を牽引す
る上で不可欠な資質を有しているかの議論を経
て、次期社長を取締役会に提案。
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当社グループは、透明性・公平性を確保しながら、より迅速な意思決定を目指し、ガバナンス強化に向けた施策を進めてきました。この度、監督と執行の分離を一層進めるべく、新
しい経営体制へ移行しました。これにより、取締役会が経営監督に専念し、執行部門が業務に注力することで、第4次中期経営計画を力強く推進し、企業価値向上を目指します。

新たな経営体制では、経営の「監督」と「執行」を明確に分離し、迅速かつ透明性の高い経営を実現します。

● 業務執行の最高責任者として「社長執行役員 CEO」を新設
2025年6月19日付で、鯉沼久史は代表取締役　社長執行役員CEO に就任し、業務執行の最高責任者と

して当社グループ全体の舵取りを担います。他方で、襟川陽一は代表取締役会長　兼　取締役会議長に就任
し、経営の監督に注力します。この体制により、機動的な意思決定と経営の監視・監督機能の強化を両立させ、
企業価値の更なる向上を目指します。

● 取締役会の構成見直し
取締役会は「社長執行役員CEO」と非業務執行取締役を中心とする構成とし、経営の監督機能の強化を図ります。

また、経営の監督機能の強化を目的として、新たに1名の社外取締役と1名の社外監査役を選任しました。また、
社外取締役が過半数となり、より高い水準の独立性を備える体制となったため、特別委員会を廃止しました。

● グループファイナンス機能の集約
2025年2月には新会社「株式会社コーエーテクモコーポレートファイナンス」を設立し、グループファ

イナンス機能を集約しました。資金効率を高めるとともにコーエーテクモゲームスはエンタテインメント事
業へ専念させ、ガバナンスの強化を図ります。

新体制で目指す
ガバナンスの強化

役
員
構
成
の
変
化

ガ
バ
ナ
ン
ス
の
強
化
と
体
制
変
更

　　　　　2025 年〜　　　2020 年〜 2024 年2014 年〜 2019 年

2014年
6月：社外取締役を選任

2019年
　6月：指名報酬委員会を設置

2015年
12月：コーポレートガバナンス・
コード(CGコード)への対応を開始

2017年
5月：取締役会実効性評価を開始
6月：取締役の任期を2年から1年に
短縮／招集通知に全取締役の個々の
選任理由の記載を開始

2021年
12月：スキルマトリックスを作成・
開示

2024年
3月：CGコードについて対応を進行
（explain項目を5項目→1項目に）
※　さらに2025年６月には１項目→0項目に

2022年
3月：特別委員会を設置
12月：指名報酬委員会の委員長を
社外取締役に変更

2023年
1月：コーポレート・ガバナンス基本
グローバル規程を制定
10月：サステナビリティ委員会を
設置
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代表取締役会長
襟川 恵子

３名が業務執行の中心
業務執行の最高責任者として社長執行役員を新設

取締役名誉会長
襟川 恵子

代表取締役社長
襟川 陽一

代表取締役会長　
兼　取締役会議長

襟川 陽一

代表取締役副社長
鯉沼 久史

代表取締役
社長執行役員CEO

鯉沼 久史

旧経営体制（2021年4月〜） 新経営体制（2025年6月19日以降〜）

経営の監督に注力 業務執行の責任者

社外取締役比率 55%

女性取締役比率 36%
女性取締役比率
25%

社外取締役比率
42%2024

年度

社外取締役比率

女性取締役比率
18%

27%2019
年度



当社は、「世界No. １のデジタルエンタテインメントカンパニー」となることをビジョンとして、グループの持つ経営資源とノウハウの有効活用、企画開発力の融合などにより、新たな価値創造を最大限発
揮できる体制を確立することで、世界中のお客様の心の豊かさや活力を生み出すことに寄与貢献する世界No. １企業を目指してまいります。そのため、長期かつ持続的な企業価値の向上を実現するうえで、コー
ポレート・ガバナンスの強化が重要な経営課題であると認識しております。

当社グループは、持株会社である当社のもとに事業を展開する事業会社をおく体制をとっております。当社は、グループの一元的なガバナンスの中心にあり、グループ全体の最適化を図るための、企画・運営・
管理等を行い、グループ全体の経営を統括することにより、全てのステークホルダーにとっての企業価値最大化に努めてまいります。

　  取締役会
当社の規模等に鑑み、取締役11名（うち社外取締役６名、女性４名）の体制をとり、経営方

針や重要な事業戦略を決定するとともに、取締役の職務執行を監督しております。

　  監査役会
監査役４名（うち社外監査役３名、常勤監査役２名、女性１名）の体制をとり、監査役会が定

めた監査役監査規程、監査計画及び職務分担に基づき、業務執行の適法性について監査しています。

　  会計監査人
会計監査はEY新日本有限責任監査法人に依頼しており、経営情報を正確かつ迅速に提供する

ことで、公正不偏な立場から監査が実施される環境整備に努めています。
なお、2025年６月19日開催の第16回定時株主総会において、会計監査人選任議案が決議

されたことにより、同日付をもって会計監査人を有限責任 あずさ監査法人からEY新日本有限責
任監査法人に交代しました。当該監査法人と監査契約を締結することで、新たな視点での監査及
び当社の事業規模に適した監査の実施に期待しています。

　  顧問弁護士
弁護士と顧問契約を締結しており、法的な判断を要する重要な案件について、適宜アドバイス

を受けています。

　  指名報酬委員会
指名報酬委員会は、委員の過半数を独立社外取締役で構成し、独立社外取締役が委員長を務め

ています。当社グループの取締役及び執行役員の指名や報酬等に関して取締役会より諮問を受け
た事項について審議を行い、取締役会に答申・提案を行っております。

　  監査部
内部監査部門として監査部を設置し、グループ全体の業務活動全般に対してチェックを行い、

内部牽制機能を働かせています。

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレート・ガバナンス
イントロダクション 中長期的な

成長ストーリー
コーポレート
ガバナンス

選任・解任

選任・監督

助言

助言

監査

監査

連携

連携

内部監査 内部監査

諮問

諮問 連携

選任・解任 選任・解任

財務・非財務
データ

コーエーテクモの
価値創造

XX

コーポレート・ガバナンス体制（2025年９月30日現在）
当社グループにおきましては、持株会社である当社が経営方針の策定並びに各事業及び支援機能に係るモニタリングを担い、各事業子会社が事業方針の策定及び各施策の遂行を担っています。これらの体

制を維持し、グループ全体の最適化を図るため、以下の体制を採用しています。

グループ会社

株主総会

取締役会 監査役会
B

会計監査人

代表取締役
社長執行役員 CEO

監査部

当社各部門

顧問弁護士
(公益通報制度：社外窓口)

指名報酬委員会

サステナビリティ委員会

ハラスメント対策委員会

内部統制委員会

リスク管理委員会

コンプライアンス委員会

C

A

B

C

D

E

F

AD

E

F
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回答 2024年3月期 2025年3月期

① そう思う 571（95.5%） 562（94.0%）

② どちらとも言えない 27（4.5%） 32（5.3%）

③ そうは思わない 0（0%） 4（0.7%）

計 598 598

アンケートの実施

取締役及び監査役全員に対
し、取締役会の構成、運営、
議論の質、監督機能など、
多岐にわたる項目について
無記名アンケートを実施

0101
集計・分析

取締役会事務
局が回答を集
計し、課題を
抽出

0202
課題の共有と改善策の検討

集計結果を取締役会で共有し、
課題を特定した上で、今後の
改善策を議論・検討

0303
継続的な改善サイクル

課題に対する取り組みを
1 年間実行し、次年度の
評価でその効果を確認

0404
評価は以下のプロセスに沿って行われます。

2024年度における取締役会の実効性が確保されている
旨を確認しています。

・昨年に比べ「①そう思う」が減少した。
・一方、回答の大多数を「①そう思う」が占める。

実効性評価向上のためのプロセス

2024年度 取締役会の実効性評価

評価項目

当社グループは、コーポレートガバナンスの強化を目的に取締役会の実効性評価を毎年実施しています。実効性評価の結果を受けて改善に取り組み、健全で透明性の高いガバナンス
体制の確立を図っています。2024年度の評価概要は以下のとおりです。

改善が必要な項目 評価結果のポイント※1 今後の対応

社外取締役の人数・割合 12名中５名、過半数未満 2025年６月19日の株主総会後に過半数（11名中６名）と
なるため改善

監査役と社外取締役の連携 交流機会が少ない 新たな交流機会の導入を検討

取締役・監査役のトレーニング 開催回数が十分ではない 開催回数の増加を検討※2

取締役会に
関するもの

取締役会の構成（9 問）

取締役会の運営（7 問）

役割①大きな方向性を示す（2 問）

役割②経営を支援する環境整備（2 問）

役割③経営の監督（8 問）

取締役・監査役に対する支援体制（1 問）

自己評価等
自己評価（8 問）

取締役会自己評価について（1 問）

※1　取締役会評価において改善が必要とされた理由や指摘事項を整理したものです。
※2　役員として必要なテーマなどに関するトレーニング実施を検討

取締役会の実効性評価

アンケート集計結果

※　（）内は全体に占める割合

▶ 改善が必要な項目と今後の対応▶ 総括

イントロダクション 中長期的な
成長ストーリー

コーポレート
ガバナンス

財務・非財務
データ

コーエーテクモの
価値創造
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当社の取締役会は、経営の最重要意思決定機関であるとともに、監督機能を担う機関として、企業の競争力強化とガバナンス強化を両立させる議論を重ねています。

2024年度の取締役会では、経営の方向性や基盤強化に直結する重要課題を中心に、実効性の高い
議論を展開しました。経営戦略や財務、ガバナンスなど多岐にわたるテーマについて、十分な時間を
かけて審議を行い、中長期的な視点から経営を支える意思決定を行っています。

2024年度の取締役会では、当社グループの経営を
支える主要なテーマに焦点を当てて議論が行われまし
た。特に決算・IR・事業戦略関係（27％）、財務関係

（20％）、株式・ガバナンス関係（19％）については議
案全体に占める割合が高く、この３つの分野で年間議案
の過半数を占めています。これは、企業価値向上の根幹
をなす事業の方向性や経営基盤の強化について、取締役
会が深く関与していることを示しています。

新経営体制関係

中期経営計画・
サステナビリティ関係

項目 2024年度

開催回数 21回

年間議案件数 178件

平均議案数 8.5件

平均開催時間 84分

１議案当たり平均審議時間 10分

種別 議案数（回）

決算・IR・事業戦略関係 49

財務関係 35

株式・ガバナンス関係 34

人事・労務関係 19

ゲーム開発関係 12

その他 10

中期経営計画・サステナビリティ関係 10

新経営体制関係 9

当社グループでは、取締役会の透明性を高め、意思決定の質を
向上させるとともに、社外取締役を含む全員が経営を深く理解し、
的確な監督を行えるよう、情報の非対称性を解消する取り組みを
実施しています。

監督機能を高めるための透明性確保の取り組み
年間の開催概要

取締役会の議題

▶ 取締役会の開催状況

▶ 取締役会の議題項目別比率

▶ 主な議題

イントロダクション 中長期的な
成長ストーリー

コーポレート
ガバナンス

財務・非財務
データ

コーエーテクモの
価値創造

取り組み 詳細

開発タイトルに
関する取締役会
での説明

ゲーム開発タイトルに関する企画や予算の修正など
のうち、グループ全体の経営に関わる重要事項につ
いては、取締役会の場で必要に応じて詳細な説明を
行っています。

取締役会資料の
配布の早期化

取締役会資料は、2024年度から配布時期を1営業
日前倒しし、各役員の事前検討時間を増加させま
した。

拡大経営会議
年に4回の「拡大経営会議」への任意参加及び資料
の共有をしています。拡大経営会議では、事業部門
から四半期ごとに見直した計画や目標を報告します。

取締役会に
出席しやすい
環境の構築

取締役会はWEB会議システムの活用により、社外
取締役が出席しやすい環境を整えています。

業界に関する
情報提供

社外取締役を東京ゲームショウに招待し、ゲーム業
界への理解を高める場としています。

会議以外での
交流

取締役会の開催に際して、社外取締役を交えた昼食
会を毎回開催しています。また、「新入社員歓迎
会」などの各種社内イベントにも招待し、会議以外
の場での交流の機会を設けています。
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人事・労務関係
11％

株式・
ガバナンス関係

19％

決算・IR・
事業戦略関係

27％

財務関係
20％

5％6％

ゲーム
開発関係

7％

その他
5％



当社の役員報酬は、取締役会の監督機能のもと、公正性と透明性を確保するプロセスを通じて決定されています。過半数を独立社外取締役で構成する指名報酬委員会により、報酬の
種類や支給額が審議され、その答申を踏まえて取締役会が決議します。これにより、経営環境や会社の状況を適切に反映しつつ、株主の信頼に応える報酬構成を実現しています。

役員報酬の構成

当会社の取締役の報酬等は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう、株主利益と連動させ、個々の取締役の報酬等の
決定に際しては、各取締役の職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、基本報酬（月額報酬）、業績連動報酬等（賞与）及び
株式報酬により構成することを基本方針とする。

当社グループの個人別の報酬等の内容及び額については、取
締役会の決議によって最終的に決定されます。委員の半数を独
立社外取締役で構成する指名報酬委員会が、取締役会から諮問
を受けた事項について審議し、答申・提案を行います。取締役
会はこの答申を踏まえ、個々の取締役の職務と責任に応じて報
酬内容を決定します。また、役員報酬の決定方針を定めており、
2025年６月19日の取締役会において決議した当該方針との
整合性を毎年度確認しています。

役員報酬

基本方針

イントロダクション 中長期的な
成長ストーリー

コーポレート
ガバナンス

財務・非財務
データ

コーエーテクモの
価値創造

XX

役員報酬等の内容の決定に関する事項について

▶ 基本報酬（月額報酬）
基本報酬（月額報酬）は、役員に対する毎月の固定報酬として位置付けています。常勤取締役については、

役位や職責に応じて取締役会が定める基準月額に、取締役会が定めた範囲内で代表取締役会長が行う各常
勤取締役に対する考課について指名報酬委員会において審議し、同委員会の答申を踏まえて取締役会が決
定します。非常勤取締役については、毎月の固定報酬とし、常勤取締役の水準とのバランスを考慮して取
締役会で決定します。また、報酬水準は同規模・同業種の企業をベンチマークとして設定し、上位の役位
ほど業績連動報酬や非金銭報酬の割合を高める構成とすることで、役位に応じた責任を適切に反映させて
います。

▶ 業績連動報酬（賞与）
常勤取締役に対する業績連動報酬（賞与）は、当社グループの業績指標（KPI）を反映した金銭報酬と

して設計しています。具体的には、事業年度ごとの連結営業利益・連結経常利益または連結純利益の目標
達成度に基づき算出され、その結果に加えて、報奨金支給基準に従いゲーム等の営業利益に応じて決定さ
れる報奨金を合算し、毎年、一定の時期に取締役会の決議に基づき支給します。一方、非常勤取締役の賞
与は金銭報酬とし、毎年、取締役会が利益状況を踏まえて支給の有無を判断し、基本報酬（月額報酬）を
基準に額を決定しています。

▶ 株式報酬（非金銭報酬等）
当社グループの取締役に対する非金銭報酬は、株式報酬としてのストックオプション（新株予約権）を付

与するものです。付与は取締役会の決定に基づき、2年に1回を目途に実施しています。常勤取締役につい
ては役職や業績を考慮して付与数を決定し、非常勤取締役については役職に基づいて決定します。これによ
り、株主と役員の利益を一致させ、中長期的な企業価値の向上に対するコミットメントを高めています。

▶ 2024 年度に係る報酬等の総額

区分
支払
人員
( 名 )

報酬等の種類別の総額（百万円）

支払額
（百万円）基本

報酬

業績
連動

報酬等

非金銭
報酬等 その他

取締役 12 551 387 19 1 960

（うち社外取締役） （5） （40） （3） （5） （0） （50）

監査役 4 29 2 － 0 31

（うち社外監査役） （2） （14） （1） （－） （0） （15）

合計 16 580 390 19 1 992

（うち社外監査役） （7） （55） （4） （5） （0） （66）
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1994年4月
2009年6月
2015年4月
2018年4月

2020年4月

2025年4月

2025年6月

1978年7月
2001年6月

2009年4月
2014年6月

2015年4月
2021年6月
2022年6月
2025年2月
2025年4月

2025年6月

2001年 6月　テクモ株式会社監査役
2007年 3月　テクモ株式会社代表取締役会長
2009年 4月　当社代表取締役会長
2013年 6月　株式会社コーエーテクモゲームス取締役顧問
　　　　　　　 当社取締役顧問（現任）

1978年7月

2009年4月
2020年4月

2021年4月
2022年6月
2025年4月

2025年6月

1982年4月
2001年2月

2008年1月

2014年6月
2015年11月
2017年7月
2022年5月

1999年 2月　ファーレン東京株式会社代表取締役社長
2003年 8月　ビー・エム・ダブリュー東京株式会社代表取締役社長
2005年 5月　株式会社ダイエー代表取締役会長兼CEO
2008年 6月　東京日産自動車販売株式会社（現 日産東京販売株式会社）
　　　　　　　 代表取締役社長
2009年 8月　横浜市長
2014年 4月　指定都市市長会会長
2022年 6月　当社社外取締役（現任）
　　　　　　　 株式会社ノジマ社外取締役（現任）
2022年 9月　大洋建設株式会社社外取締役（現任）

1980年 4月　野村證券株式会社入社
1991年 4月　株式会社スクウェア（現 株式会社スクウェア・エニックス）
　　　　　　　取締役
2000年 9月　株式会社ドワンゴ代表取締役社長
2015年 6月　当社社外取締役（現任）
2025年 2月　株式会社コーエーテクモコーポレートファイナンス
　　　　　　　取締役（非業務執行）（現任）

1997年４月　弁護士登録
　　　　　　　岡本・鈴木・高松法律事務所（現隼あすか法律事務所）入所
2002年９月　虎ノ門南法律事務所（現LM虎ノ門南法律事務所）入所（現任）
2006年10月  ニューヨーク州弁護士登録
2011年10月  情報セキュリティ大学院大学客員准教授
2012年４月　最高裁判所司法研修所刑事弁護教官
2015年４月　情報セキュリティ大学院大学客員教授（現任）
2016年４月　東京簡易裁判所民事調停委員（現任）
2022年３月　GMOメイクショップ株式会社社外監査役（現任）
2023年１月　内閣サイバーセキュリティセンター
　　　　　　　戦略本部本部員（現任）
2025年6月　当社社外取締役（現任）

2010年6月
2013年7月
2015年6月
2022年6月
2023年10月
2025年2月

2025年4月

1986年 5月　株式会社角川メディア・オフィス取締役
2014年10月　カドカワ株式会社（現 株式会社KADOKAWA）
　　　　　　　 代表取締役社長
2015年 6月　カドカワ株式会社（現 株式会社KADOKAWA）
　　　　　　　 代表取締役会長
2016年 4月　学校法人角川ドワンゴ学園理事長
2018年 6月　当社社外取締役（現任）

1976年 4月　郵政省（現 総務省）入省
2012年 9月　総務事務次官
2015年 6月　株式会社大和証券グループ本社　社外取締役
2021年 6月　当社社外取締役（現任）
2022年 6月　一般財団法人ゆうちょ財団理事長（現任）
2024年11月 株式会社ビックカメラ社外取締役（現任）

株式会社博報堂入社
ティー・アンド・ティー株式会社
代表取締役社長CEO（現任）
一般社団法人スポーツフォーライフジャパン
代表理事（現任）
当社社外取締役（現任）
ピットデザイン株式会社社外取締役（現任）
株式会社LIVNEX社外取締役（現任）
株式会社ゼットン取締役

代表取締役　社長執行役員CEO

鯉沼 久史

1971年10月2日

代表取締役会長　兼　取締役会議長

襟川 陽一

1950年10月26日

役員一覧
イントロダクション 中長期的な

成長ストーリー
コーポレート
ガバナンス

財務・非財務
データ

コーエーテクモの
価値創造
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取締役名誉会長

襟川 恵子

1949年1月3日

常務取締役CSuO

襟川 芽衣

1976年4月30日

取締役（独立社外役員）

林 文子

1946年5月5日

取締役（独立社外役員）

手嶋 雅夫

1957年11月18日

取締役（独立社外役員）

上沼 紫野

1967年1月28日

取締役（独立社外役員）

佐藤 辰男

1952年9月18日

取締役（独立社外役員）

小林 宏

1957年4月5日

取締役（独立社外役員）

小笠原 倫明

1954年1月29日

取締役顧問

柿原 康晴

1970年12月30日
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詳細はこちら「役員紹介」

株式会社光栄（現　株式会社コーエーテクモゲームス）設立
代表取締役社長
当社取締役
KOEI TECMO AMERICA Corporation
Board Director　Chairman and CEO
KOEI TECMO EUROPE LIMITED
Board Director　Chairman and CEO
株式会社コーエーテクモゲームス代表取締役会長（CEO）
株式会社ゲームアートミュージアム取締役（現任）
株式会社光優ホールディングス代表取締役会長（現任）
株式会社光優代表取締役会長（現任）
当社代表取締役会長　兼　取締役会議長（現任）

株式会社光栄（現　株式会社コーエーテクモゲームス） 専務取締役
KOEI Corporation（現　KOEI TECMO AMERICA Corporation）
Board Director　Chairman and CEO
当社取締役
TECMO KOEI EUROPE LIMITED
（現　KOEI TECMO EUROPE LIMITED）Board Director
株式会社コーエーテクモゲームス取締役名誉会長
ソフトバンクグループ株式会社社外取締役（現任）
株式会社ゲームアートミュージアム取締役（現任）
株式会社コーエーテクモコーポレートファイナンス代表取締役社長（現任）
株式会社光優ホールディングス取締役名誉会長（現任）
株式会社光優取締役名誉会長（現任）
当社取締役名誉会長（現任）

株式会社光栄（現　株式会社コーエーテクモゲームス）入社
当社執行役員
株式会社コーエーテクモゲームス代表取締役社長（COO）
株式会社コーエーテクモウェーブ代表取締役会長（現任）
株式会社コーエーテクモネット代表取締役社長（現任）
KOEI TECMO AMERICA Corporation Board Director
President and COO（現任）
KOEI TECMO EUROPE LIMITED Board Director
President and COO（現任）
株式会社コーエーテクモゲームス
代表取締役社長（COO&CEO）（現任）
当社代表取締役　社長執行役員CEO（現任）

株式会社コーエーテクモゲームス監査役
株式会社コーエーテクモゲームス取締役
当社取締役
株式会社ゲームアートミュージアム代表取締役（現任）
株式会社コーエーテクモゲームス取締役常務執行役員（現任）
株式会社コーエーテクモコーポレートファイナンス取締役
（現任）
当社常務取締役CSuO（現任）
株式会社光優ホールディングス代表取締役社長（現任）
株式会社光優代表取締役社長（現任）

https://www.koeitecmo.co.jp/company/directors/


1988年 6月　株式会社光栄（現 株式会社コーエーテクモゲームス）
　　　　　　　入社
2009年 6月　当社執行役員
2017年 6月　当社常勤監査役（現任）
　　　　　　　株式会社コーエーテクモゲームス　監査役（現任）
　　　　　　　株式会社コーエーテクモウェーブ　監査役（現任）
　　　　　　　株式会社コーエーテクモネット　監査役（現任）
2025年2月　株式会社コーエーテクモコーポレートファイナンス
　　　　　　　監査役（現任）

1988年 2月　株式会社横浜銀行入行
2014年 6月　当社常勤監査役（社外）（現任）
2023年 6月　株式会社コーエーテクモゲームス　監査役（現任）
　　　　　　　株式会社コーエーテクモウェーブ　監査役（現任）
　　　　　　　株式会社コーエーテクモネット　監査役（現任）
2025年 2月　株式会社コーエーテクモコーポレートファイナンス
　　　　　　　監査役（現任）

1980年 4月　株式会社横浜銀行入行
2019年 6月　横浜魚類株式会社社外監査役
　　　　　　　アツギ株式会社社外監査役
2021年 6月　当社社外監査役（現任）

1994年10月　朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）入職
1997年４月　  公認会計士登録
2006年７月　  税理士登録
　　　　　　　　河合千尋公認会計士・税理士事務所
　　　　　　　　（現ベイサイド・パートナーズ会計事務所）開業
　　　　　　　　代表（現任）
2016年６月　  株式会社ベイサイド・パートナーズ　設立
　　　　　　　　代表取締役（現任）
2018年12月　横浜市公立大学法人評価委員会委員
2021年６月　  株式会社宇徳社外監査役
2024年６月　  大崎電気工業株式会社社外監査役（現任）
2025年６月　  当社社外監査役（現任）

イントロダクション 中長期的な
成長ストーリー

コーポレート
ガバナンス

財務・非財務
データ

コーエーテクモの
価値創造

XX

氏名 役職 独立性
（在任期間）

性別 在任
期間

取締役会
出席回数

監査役会
出席回数　

指名報酬
委員会

主な経験や専門性

企業経営
ガバナンス /
リスクマネジ

メント

ファイナンス /
会計

SDGs/
サステナビリティ/

多様性

エンタテインメント事業
アミューズメント

事業 不動産事業

IP の創造 IP の展開
アミューズメント

施設 /SP
不動産管理 /

運用

襟川 恵子 取締役名誉会長 － 女性 － 20/21 回 － － ● ● ● ● ● ● ●

襟川 陽一 代表取締役会長  兼  取締役会議長 － 男性 － 20/21 回 － 〇 ● ● ● ● ● ● ●

鯉沼 久史 代表取締役　社長執行役員 CEO － 男性 － 21/21 回 － 〇 ● ● ● ● ● ●

襟川 芽衣 常務取締役 CSuO － 女性 － 21/21 回 － － ● ● ● ● ● ●

柿原 康晴 取締役顧問 － 男性 － 21/21 回 － － ● ● ● － － － －

手嶋 雅夫 取締役 独立 男性 11年 21/21 回 － 〇 ● ● ● － － － －

小林 宏 取締役 独立 男性 10年 21/21 回 － 〇（委員長） ● ● ● － － － －

佐藤 辰男 取締役 独立 男性 7年 21/21 回 － 〇 ● ● ● － － － －

小笠原 倫明 取締役 独立 男性 4年 21/21 回 － 〇 ● ● － － － －

林 文子 取締役 独立 女性 3年 20/21 回 － 〇 ● ● ● － － － －

上沼 紫野 取締役 独立 女性 初 － － 〇 ● ● － － － －

福井 清之助 常勤監査役 － 男性 － 21/21 回 7/7 回 － ● ● ● － － － －

木村 正樹 常勤監査役 独立 男性 11年 21/21 回 7/7 回 － ● ● ● － － － －

高野 健吾 監査役 独立 男性 4年 21/21 回 7/7 回 － ● ● ● － － － －

河合 千尋 監査役 独立 女性 初 － － － ● ● ● － － － －

▶ 取締役・監査役のスキルマトリックス

常勤監査役（独立社外役員）

木村 正樹

1958年12月1日

監査役（独立社外役員）

河合 千尋

1973年6月14日

監査役（独立社外役員）

高野 健吾

1957年8月10日

常勤監査役

福井 清之助

1953年11月10日

役員一覧
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株式会社コーエーテクモ
クオリティアシュアランス
代表取締役社長　藤田 一巳
▶ 主な事業内容
エンタテインメントコンテンツの
検査業務
品質管理及びサービス業務
コンテンツの言語翻訳業務及び海
外審査窓口
同海外向け音声収録業務
サービス運営に関するサポート業務
各サービスのユーザーサポート

KOEI TECMO
AMERICA Corporation

（カリフォルニア）

KOEI TECMO
EUROPE LIMITED
（ハートフォードシャー）

台湾光栄特庫摩股分
有限公司

（台北）

上海光栄特庫摩娯楽
有限公司

（上海）

株式会社コーエーテクモゲームス
代表取締役社長(CEO&COO)　鯉沼 久史
取締役副社長　早矢仕 洋介
取締役常務執行役員　襟川 芽衣
▶ 主な事業内容
PC・家庭用ビデオゲーム機用ソフトウェアの企画・開発・運営
オンラインゲーム・モバイルコンテンツの企画・開発・運営

株式会社コーエーテクモリブ
▶ 主な事業内容
不動産の管理及び売買、賃貸並びにその仲介斡旋

株式会社コーエーテクモミュージック
▶ 主な事業内容
録音物に関わる著作権及び著作隣接権並びに音楽著作権の管理

株式会社コーエーテクモキャピタル
▶ 主な事業内容
ベンチャーキャピタル事業

イントロダクション 中長期的な
成長ストーリー

コーポレート
ガバナンス

財務・非財務
データ

コーエーテクモの
価値創造

XX

グループ会社一覧

株式会社
コーエーテクモ
ホールディングス

株式会社コーエーテクモウェーブ
代表取締役社長　初見 和則
▶ 主な事業内容
スロット・パチンコの液晶画面用ソフトウェアの受託開発、関連ロイヤリティ収入
アミューズメント施設の企画開発・運営・管理

株式会社コーエーテクモネット
代表取締役社長　鯉沼 久史
常務取締役　　　橋本 巻二
▶ 主な事業内容
PCソフトウェア・家庭用ビデオゲーム機及び周辺機器の流通・卸し・通信販売

株式会社コーエーテクモコーポレートファイナンス
代表取締役社長　襟川 恵子
▶ 主な事業内容
グループ会社の資金管理、貸付、借入に関する業務、有価証券類の保有、運用
及び投資等

KOEI TECMO SOFTWARE
VIETNAM CO., LTD.

（ハノイ・ダナン）

KOEI TECMO
SINGAPORE Pte. Ltd.

（シンガポール）

天津光栄特庫摩軟件
有限公司

（天津）

北京光栄特庫摩軟件
有限公司

（北京）
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当社グループは、業務の適正を確保し、企業価値の向上を図るため、取締役会において「内部統制システムの基本方針」※を決議し、方針に基づき、以下の体制をはじめとした内部統
制システムの整備を行っています。

内部統制システム
イントロダクション 中長期的な

成長ストーリー
コーポレート
ガバナンス

財務・非財務
データ

コーエーテクモの
価値創造
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1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

当社グループの役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社グループ各社の取締役会は「取締役会規程」「職務権限規程」等を整備し、役職員はこれ

らに従って業務を執行します。代表取締役は経営理念・コンプライアンス方針を策定し、グルー
プ全体に法令遵守と社会倫理を浸透させます。また、コンプライアンス委員会を設置し、代表
取締役　社長執行役員CEOが委員長に就くことで横断的な体制を強化し、問題発見時には速や
かに報告できる体制を整備しています。

当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行情報は文書管理規程に従って記録・保管され、取締役および監査役はいつ

でもこれにアクセス可能とする体制を整備しています。

当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
代表取締役　社長執行役員CEOがリスク管理の統括責任者に就き、リスク管理委員会を設置

してグループ全体のリスクを一元管理します。部門ごとにリスク対応策の策定、研修、マニュ
アル整備等を行う体制を構築し、関係部門間での情報共有や迅速対応を可能としています。

当社グループ各社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
社内規程等により意思決定ルールを定め、取締役会で経営計画を策定し、法人ごとに業績目標・

予算を設定して、月次・四半期での業績管理を行っています。

当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る当社への報告に関する体制
当社は、関係会社管理規程を定めており、子会社の取締役等は当社取締役会への報告を義務

付けられ、重要事項については承認取得の体制が整備されています。

当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
「内部統制基本グローバル規程」等の社内規程により、業務適正確保のルールを策定。内部統

制委員会が各社を指導・支援し、内部統制担当部門を設置。加えて、コンプライアンス委員会
及びリスク管理委員会には統括部門が備えられ、グループ全体の適正化を支えます。内部監査
部門は各社の監査を実施し、その結果を担当部門や責任者に報告し、改善策についての指導・
支援・助言を行います。

当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項、当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対
する指示の実効性の確保に関する事項

監査役が必要と判断した場合、補助使用人を配置できます。使用人の人事異動については、監査役会
が取締役から事前に報告を受け、必要があれば理由を添えて異動の変更を申し入れることが可能です。

当社グループの役職員が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に
関する体制

子会社の取締役等は、監査役が出席する取締役会等で業務執行状況を報告します。役職員は
法定事項に加え、重大な事象を発見した場合には直接あるいは報告を通じて監査役に速やかに
報告し、監査役はいつでも報告を求めることができます。

当社の監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制

監査役への報告を行った役職員が、それを理由に不利益を受けることを禁止し、この方針を
グループ全体に周知徹底しています。

当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役が職務執行に必要な法令に基づく費用の前払や償還を請求した場合、必要と認められ
る限り速やかに処理されます。

その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は必要に応じ、弁護士、公認会計士、税理士など専門家の助言を自由に受けられる体

制が保証されています。

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
反社会的勢力や団体に対しては毅然とした姿勢を持ち、不当・不法な要求には応じず関係を

一切遮断します。総務部を対応統括部門として定め、警察、関係団体、弁護士等と連携し、情
報収集と組織的対応が可能な体制を整備しています。

※　「内部統制システムに関する基本方針」　  の詳細はこちら

内部統制システムに関する基本方針の概要

https://www.koeitecmo.co.jp/ir/governance/internalcontrol/
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当社グループは、会社法及び会社法施行規則に基づき、取締役会において業務の適正を確保する
ための内部統制システムを整備し、運用しています。

▶ 法令遵守体制の整備
各社の取締役会は取締役会規程や職務権限規程等を制定し、役職員はこれら社内規程に従って業

務を執行します。経営理念及び経営基本方針により社会的責任を明確化し、全役職員に周知するこ
とで、法令および社会倫理の遵守を企業活動の前提としています。

▶ コンプライアンス推進体制
当社は代表取締役　社長執行役員CEOをコンプライアンス担当役員として任命し、コンプライ

アンス委員会を設置して、グループ全体の横断的な体制整備と課題把握を推進しています。また、
役職員が法令や規程違反の可能性を発見した場合には、速やかに担当取締役に報告する仕組みを構
築しています。

▶ コンプライアンス委員会
当社グループでは、コンプライアンスの推進と社員等からの報告・相談・通報の受付、事実調査

を行う機関としてコンプライアンス委員会を設置しています。グループ全体で横断的なコンプライ
アンス体制を整備し、法令・定款・社内規程を遵守して職務を遂行するため、問題を発見した場合
には速やかにコンプライアンス委員会へ報告する体制を構築しています。

▶ 運用状況
代表取締役は経営理念、コンプライアンスグローバル規程、行動規範について全社員への周知徹

底を図っています。さらに、監査役や外部弁護士事務所を含む通報窓口を設置し、役職員が問題を
迅速かつ適切に報告できる体制を整え、法令遵守と企業倫理の確保を徹底しています。

当社グループは、全社員一人ひとりの人権を尊重することを企業活動の基本としており、行動規
範に人権に関する方針を明記しています。また、2016年度から英国現代奴隷法2015 に基づく
声明を公表し、毎年更新を行っています。

▶ 人権の尊重・擁護
私たちは国際的に宣言され、それぞれの国で保障された基本的人権を尊重・擁護し、基本的人権

を侵害しません。また、国籍、人種、思想信条、年齢、性別、性的指向、身体条件などを理由とす
る差別やハラスメント行為を行いません。個人の尊厳が損なわれないよう十分に配慮します。

▶ ハラスメント防止
ハラスメント防止は、人権尊重の取り組みの一環として重要であると考えています。当社グルー

プでは、快適で安全な職場環境を実現するため、ハラスメント防止に関するグローバル規則の策定、
社員を対象とした教育研修の実施など、各種対策を推進しています。また、ハラスメントに関する
相談や通報に対して迅速かつ適切に対応できるよう、複数の相談窓口とハラスメント対策委員会を
設置し、プライバシーに配慮した対応を行っています。
「人権の尊重」の観点から、ハラスメント防止をはじめとした職場環境の整備に努め、今後「人権」

に関する取り組みを更に強化していきます。

▶ 英国現代奴隷法への対応
当社グループは、世界各国で展開する事業およびサプライチェーンにおいて、奴隷労働や人身売

買を含むいかなる人権侵害も容認せず、その防止に努めています。特に、2015 年3 月に英国で
制定された「現代奴隷法」第54条に基づき、強制労働や搾取の防止に関する方針と取り組みを明
記した声明を公表しています。

当社グループでは、当社の代表取締役　社長執行役員 CEO をリスク管理の統括責任者として任
命し、また、リスク管理委員会を設置し、全社一元的なリスクの管理を行うことで、関係部門間で
の情報共有、相互協力、的確な判断及び迅速な対応に努めています。

具体的には、業務執行におけるリスクに関する事項・情報は、定期的に開催される会議にて報告
されます。報告された事項・情報が会社の存続に重大な影響を与える可能性の有無等を判断の上、
必要に応じて対策本部を設置し、必要な調査、対応及び再発防止策の検討・実施が行われます。

これらの状況は取締役会で報告・承認され、必要な対処の社内外への指示、関係機関への報告、
情報開示を迅速に行う体制を構築しています。また、社員への適切な指示及び教育を通じて、リス
ク対応体制の整備を推進し、全社的なリスク管理の実効性向上に努めています。

※　「想定される事業等のリスク」　  についての詳細はこちら

当社グループでは、事業継続が危ぶまれるレベルの大災害や感染症、テロ等、あらゆる経営危機
リスクに対し、経営危機発生時における臨時の指示命令系統や組織体制、経営危機対策本部を中心
にした会社方針決定までのフローをBCPとして整備し、社内規程として定めています。特に感染
症リスクに関しては、感染症拡大を防止するための取り組みや工夫、ノウハウをもとに、各国の法
律や政府の方針にも柔軟に適応できるよう、各海外会社ごとにガイドラインとしても機能する社内
規程を整備しています。

災害のリスクに関しては、大地震など、帰宅できない役職員が発生するリスクを考慮し、食料や
毛布をはじめとした災害備蓄品を各事業所に用意し、定期的な数量や品目の見直しを行うスキーム
を構築しています。

コンプライアンスに関する社内制度

リスク管理体制の整備

BCP対策
人権の尊重に向けた取り組み

https://www.koeitecmo.co.jp/ir/corporate/risk/


財務データ

XX

2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度
売上高 37,799 38,332 37,034 38,926 38,968 42,645 60,370 72,759 78,417 84,584 83,150
営業利益 9,652 11,069 8,781 11,711 12,092 14,102 24,397 34,527 39,133 28,494 32,119
経常利益 13,568 15,755 15,211 18,293 18,307 18,869 39,299 48,696 39,899 45,741 49,988
税金等調整前当期純利益 13,715 15,573 15,211 18,293 18,307 20,247 39,174 48,638 39,963 45,330 49,988
親会社株主に帰属する当期純利益 9,434 10,855 11,624 13,017 13,694 15,306 29,550 35,359 30,935 33,792 37,628
人件費 11,948 12,279 12,854 12,646 13,680 14,710 16,840 18,940 20,790 23,070 24,500
外注加工費 2,915 2,776 3,311 3,255 3,544 4,340 3,980 3,650 5,410 9,150 6,180
研究開発費※ 1 4,882 5,891 6,081 4,705 4,813 5,492 7,628 4,839 7,421 7,996 11,090
設備投資 4,858 432 8,669 3,853 240 14,630 1,542 1,375 802 1,967 1,852
減価償却費 921 846 714 701 734 752 1,615 1,571 1,643 1,813 1,914
会計年度末

総資産 115,216 110,925 119,461 128,594 129,192 147,793 190,671 219,803 210,889 245,802 209,828
純資産 100,672 98,706 106,516 116,242 119,284 122,346 165,129 138,101 142,684 175,552 189,421

キャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フロー 10,357 10,935 9,890 10,389 9,597 9,748 29,726 24,819 29,692 36,603 34,369
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 7,579 △ 6,138 △ 3,935 △ 9,984 △ 1,496 △ 10,496 △ 12,291 △ 13,168 △ 21,394 △ 24,859 40,973
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,045 △ 4,746 △ 5,082 △ 5,533 △ 7,730 6,906 △ 19,396 △ 4,561 △ 16,588 △ 15,475 △ 63,175
フリー・キャッシュ・フロー 2,777 4,797 5,955 405 8,101 △ 747 17,434 11,650 8,298 11,743 75,342
現金及び現金同等物の期末残高 11,874 11,270 11,745 6,540 6,968 12,803 11,439 19,503 11,733 10,452 22,552

1 株当たり情報
1 株当たり当期純利益（円） 28.94 33.10 35.41 39.50 41.54 46.48 89.34 107.28 98.20 107.06 119.14
1 株当たり純資産（円） 306.92 300.22 322.85 351.13 361.70 369.33 496.15 437.16 450.72 553.59 596.95
1 株当たり配当額（円）（株式分割調整前） 55 52 56 62 55 61 117 108 50 54 60
1 株当たり配当額（円）（株式分割調整後） 14 16 17 19 21 23 45 54 50 54 60
配当性向（%） 50.8 50.4 50.7 50.3 50.9 50.5 50.3 50.3 50.9 50.4 50.4

その他指標
売上高営業利益率（%） 25.5 28.9 23.7 30.1 31.0 33.1 40.4 47.5 49.9 33.7 38.6
ROE（%） 10.0 10.9 11.4 11.7 11.7 12.7 20.6 23.4 22.1 21.3 20.7
ROA（%） 12.6 13.9 13.2 14.8 14.2 13.6 23.2 23.7 18.5 20.0 21.9
自己資本比率（%） 87.3 88.8 89.0 90.1 92.0 82.5 86.4 62.6 67.4 71.1 89.9
PER（倍） 16.47 16.68 19.13 16.86 19.76 23.05 27.79 18.71 24.32 15.13 16.51
PBR（倍） 1.55 1.84 2.1 1.9 2.27 2.9 5 4.59 5.3 2.93 3.3

プラットフォーム別売上高※ 2

コンソール・PC　 ー ー 24,670 25,105 22,720 23,406 30,748 32,471 37,557 29,866 39,520
オンライン・モバイル　 ー ー 6,585 8,600 10,950 14,800 24,960 35,430 35,260 48,720 37,560
その他（イベント・グッズ） ー ー 1,770 1,684 1,450 900 1,100 900 1,100 900 1,000

地域別の売上高
日本 29,877 28,768 27,089 26,000 26,541 26,855 29,419 37,278 38,437 50,826 49,220
北米 3,728 3,404 4,411 4,419 3,926 4,099 9,456 9,103 11,608 7,781 10,882
欧州 2,431 2,108 2,159 3,334 2,074 1,920 4,423 3,155 3,361 3,545 4,032
アジア 1,763 4,052 3,375 5,172 6,427 9,771 17,072 23,223 25,011 22,432 19,017

主要財務データ

※ 1　研究開発費：2023 年度第１四半期より一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の範囲を見直しています。2014 年度以降について、当該見直しを遡及適用した後の金額を表示しています。研究開発費の中に、人件費及び外注加工費の一部が含まれています。
※ 2　ブランド制を採用する前の 2014 ～ 2015 年度は、プラットフォーム別の売上高の集計粒度が異なるため、” － ” と記載しています。

（単位：百万円）
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2023 年度 2024 年度

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 11,702 24,034

　　売掛金及び契約資産 15,041 15,123

　　有価証券 58,393 20,454

　　商品及び製品 50 37

　　仕掛品 104 8

　　原材料及び貯蔵品 100 132

　　その他 7,561 1,696

　　貸倒引当金 △ 1 △ 3

　　流動資産合計 92,951 61,484

　固定資産

　　有形固定資産

　　　建物及び構築物（純額） 19,760 20,079

　　　土地 14,624 14,615

　　　建設仮勘定 366 71

　　　その他（純額） 1,725 1,742

　　　有形固定資産合計 36,477 36,509

　　無形固定資産

　　　その他 231 187

　　　無形固定資産合計 231 187

　　投資その他の資産

　　　投資有価証券 106,590 99,409

　　　繰延税金資産 933 4,119

　　　退職給付に係る資産 4,466 4,431

　　　その他 4,833 3,685

　　　貸倒引当金 △ 681 -

　　　投資その他の資産合計 116,141 111,646

　　固定資産合計 152,851 148,343

　資産合計 245,802 209,828

2023 年度 2024 年度

負債の部

　流動負債

　　買掛金 1,046 1,238

　　１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債 46,536 -

　　未払金 7,459 3,798

　　未払法人税等 6,538 6,795

　　賞与引当金 1,730 2,047

　　役員賞与引当金 259 425

　　その他 5,358 4,610

　　流動負債合計 68,928 18,914

　固定負債

　　繰延税金負債 391 535

　　その他 930 957

　　固定負債合計 1,322 1,492

　負債合計 70,250 20,407

純資産の部

　株主資本

　　資本金 15,000 15,000

　　資本剰余金 27,428 27,435

　　利益剰余金 163,070 183,630

　　自己株式 △ 37,765 △ 37,740

　　株主資本合計 167,733 188,324

　その他の包括利益累計額

　　その他有価証券評価差額金 4,157 △ 1,928

　　土地再評価差額金　　 △ 3,115 △ 3,101

　　為替換算調整勘定 4,792 4,583

　　退職給付に係る調整累計額 1,275 669

　　その他の包括利益累計額合計 7,110 222

　新株予約権 707 873

　純資産合計 175,552 189,421

負債純資産合計 245,802 209,828

連結貸借対照表
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2023年度 2024年度
営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 45,330 49,988
減価償却費 1,813 1,914
減損損失 411 -
貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 16 2
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △ 85 166
賞与引当金の増減額（△は減少） 18 321
受取利息及び受取配当金 △ 15,318 △ 16,290
投資有価証券評価損益（△は益） 91 864
投資有価証券売却損益（△は益） △ 922 △ 4,444
有価証券償還損益（△は益） 5,686 △ 32
デリバティブ評価損益（△は益） △ 7,866 3,037
有形固定資産売却損益（△は益） △ 7 △ 14
為替差損益（△は益） △ 895 △ 1,226
売上債権の増減額（△は増加） 6,794 △ 138
棚卸資産の増減額（△は増加） △ 59 75
未収入金の増減額（△は増加） 936 1,457
仕入債務の増減額（△は減少） △ 179 210
未払金の増減額（△は減少） 550 △ 1,490
未払消費税等の増減額（△は減少） 227 △ 342
預り金の増減額（△は減少） 172 △ 126
その他 2,247 326
小計 38,928 34,256
利息及び配当金の受取額 8,270 12,672
利息の支払額 △ 10 △ 39
法人税等の還付額 2,742 222
法人税等の支払額 △ 13,327 △ 12,742
営業活動によるキャッシュ・フロー 36,603 34,369

投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △ 2,227 △ 2,884
定期預金の払戻による収入 1,845 2,630
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 121,564 △ 78,007
有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入 98,241 120,835
有形固定資産の取得による支出 △ 1,789 △ 1,553
有形固定資産の売却による収入 782 33
無形固定資産の取得による支出 △ 16 △ 51
補助金の受取額 294 294
その他 △ 426 △ 330
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 24,859 40,973

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入れによる収入 15,000 9,000
短期借入金の返済による支出 △ 15,000 △ 9,000
自己株式の処分による収入 409 30
自己株式の取得による支出 △ 4 △ 4
転換社債型新株予約権付社債の償還による支出 - △ 46,000
配当金の支払額 △ 15,749 △ 17,027
その他 △ 130 △ 174
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 15,475 △ 63,175

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,450 △ 67
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 1,281 12,100
現金及び現金同等物の期首残高 11,733 10,452
現金及び現金同等物の期末残高 10,452 22,552

2023年度 2024年度
売上高 84,584 83,150
売上原価 29,289 30,760
売上総利益 55,294 52,390
販売費及び一般管理費 26,799 20,270
営業利益 28,494 32,119
営業外収益

受取利息 14,592 15,641
受取配当金 725 649
投資有価証券売却益 9,885 4,444
為替差益 736 1,090
有価証券償還益 655 3,304
デリバティブ評価益 8,908 1,042
その他 222 263
営業外収益合計 35,726 26,436

営業外費用
投資有価証券評価損 91 864
投資有価証券売却損 8,962 0
有価証券償還損 6,342 3,272
デリバティブ評価損 1,042 4,079
その他 2,041 351
営業外費用合計 18,479 8,567

経常利益 45,741 49,988
特別損失

減損損失 411 -
特別損失合計 411 -

税金等調整前当期純利益 45,330 49,988
法人税、住民税及び事業税 11,887 12,906
法人税等調整額 △ 349 △ 546
法人税等合計 11,537 12,360
当期純利益 33,792 37,628
親会社株主に帰属する当期純利益 33,792 37,628

2023年度 2024年度
当期純利益 33,792 37,628
その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 11,027 △ 6,086
土地再評価差額金 - 13
為替換算調整勘定 1,758 △ 209
退職給付に係る調整額 1,433 △ 606
その他の包括利益合計 14,218 △ 6,887

包括利益 48,011 30,740
（内訳）

親会社株主に係る包括利益 48,011 30,740

連結損益計算書

連結包括利益計算書

連結キャッシュフロー計算書
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（単位：百万円）（単位：百万円）

（単位：百万円）
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単位 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2017 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度

連結社員数 人 連結 1,497 1,570 1,654 1,738 1,757 1,835 1,983 2,063 2,381 2,531 2,684

平均年齢 歳 国内 35.8 36.0 36.2 36.2 36.3 36.4 35.8 35.9 35.8 35.8 35.7

開発職人員数
人 国内 927 965 1,020 1,089 1,144 1,180 1,298 1,339 1,449 1,538 1,664

人 全社 1,266 1,335 1,448 1,513 1,565 1,635 1,741 1,781 1,928 2,077 2,217

外国籍社員数
人 国内 12 20 17 23 37 47 77 91 120 140 159

人 全社 372 423 498 513 522 562 584 594 666 747 783

採用に占める外国籍社員比率 ％ 国内 2.4 2.3 2.0 7.1 11.4 11.4 15.9 14.1 17.2 14.2 12.6

女性社員比率 ％ 国内 21.3 22.3 21.7 22.1 21.7 21.8 21.5 21.4 21.7 22.8 23.0

女性管理職比率
％ 国内 3.6 3.5 4.3 4.4 4.1 4.0 5.4 6.5 7.8 7.8 7.2

％ 全社 7.8 7.6 8.3 8.4 8.4 8.1 8.9 10.6 13.3 14.6 14.3

新卒採用人数
人 国内 61 61 78 91 80 93 204 127 150 158 199

人 全社 110 121 185 149 127 143 235 172 200 215 244

新卒社員女性比率 ％ 国内 21.3 26.2 30.8 28.6 21.3 22.6 19.1 18.1 24.0 33.5 28.1

離職率 ％ 国内 4.5 3.9 4.5 5.4 5.6 4.9 3.1 4.2 4.6 5.1 4.7

新卒 3 年後離職率
％ 国内 7.1 6.3 3.5 5.2 7.7 12.1 8.8 3.1 5.4 4.8 5.9

％ 全社 8.0 8.8 7.0 11.0 13.7 10.5 5.3 7.8 6.7 4.7 6.7

中途採用比率 ％ 国内 29.9 37.8 27.1 30.5 30.7 26.7 13.9 23.0 21.9 21.0 18.4

平均法定外時間 時間 国内 20.7 18.6 17.1 12.6 12.3 11.2 12.7 13.8 12.9 9.6 9.3

有給休暇取得率 ％ 国内 - - - 72.5 73.5 81.4 56.9 73.2 85.4 84.9 81.8

有給休暇取得日数 日 国内 - - - 12.2 12.6 13.7 13.5 18.1 21.2 20.7 18.6

女性の育休取得率 ％ 国内 100.0 100.0 100.0 71.4 100.0 100.0 85.7 88.9 100.0 100.0 100.0

男性の育休取得率 ％ 国内 12.5 11.6 21.1 23.3 37.5 50.0 41.9 80.8 66.7 64.9 80.0

育児休業からの復職率 ％ 国内 100.0 100.0 90.9 91.7 100.0 72.7 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

エンゲージメントスコア スコア 国内 - - - - - - - - - 50.4 50.4

従業員一人当たりの総研修時間 時間 国内 - - - - - - - - - - 49.6

従業員一人当たりの各部署主管研修時間 時間 国内 - - - - - - - - - - 20.1

通信教育制度利用率 ％ 国内 19.8 20.9 21.9 21.8 24.2 25.1 21.2 21.3 22.2 19.6 25.4

定期健康検診受診率 ％ 国内 - - - - - - - - - - 100.0

定期健康診断後の精密検査受診率 ％ 国内 - - - - - - - - - - 42.1

ハラスメント防止研修受講率 ％ 国内 - - - - - - - 99.7 96.7 99.5 100.0

特許保有件数 件 全社 - - - - 10 39 67 87 141 205 246
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商号 株式会社コーエーテクモホールディングス ( 英文名称：KOEI TECMO HOLDINGS CO., LTD.）

資本金 150 億円

所在地 日吉本社：〒 223-8503 神奈川県横浜市港北区箕輪町一丁目 18 番 12 号

設立年月日 2009 年 4 月 1 日

社員数 連結 2,684 名※1

事業概要 グループ管理
※1　社員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む）です。

発行可能株式総数 普通株式　700,000,000 株

発行済株式総数 普通株式　336,096,924 株（自己株式を含む）

事業年度 毎年 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで

株主数 32,941 名（2025 年 9 月 30 日時点）

証券コード 3635（東証プライム）

株主名簿管理人 三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

利益還元の基本方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の最重要政策の一つとして位置付けており、利益
還元の基本方針としては、「配当金に自社株買付けを加えた連結年間総配分性向 50％、あるいは
１株当たり年間配当 50 円」としています。

会社概要 所有者別持株比率（2025年9月30日時点）

投資家情報（2025年9月30日時点）

時価総額の推移とPERとPBRの変化

2009

9,000

6,000

3,000

0

時価総額

単位：億円

2013 20202011 20182015

株式分割
普通株式1株
につき1.2株

株式分割
普通株式1株
につき2株

20222010 20172014 20212012 20192016 2023 2024 年度

株式分割
普通株式1株
につき1.2株

株式分割
普通株式1株
につき1.3株

2009年度
時価総額：598億円

PER：22.97倍　 PBR：0.86倍

2024年度
時価総額：6,212億円

PER：16.51倍　 PBR：3.3倍
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氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（%）
株式会社光優ホールディングス 173,166,186 51.83
JP MORGAN CHASE BANK 380815 31,267,360 9.36
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 23,185,700 6.94
環境科学株式会社 21,650,070 6.48
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 8,225,600 2.46
STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505001 2,557,766 0.77

襟川 芽衣 2,004,420 0.60
襟川 亜衣 2,000,000 0.60
GOVERNMENT OF NORWAY 1,881,822 0.56
公益財団法人柿原科学技術研究財団 1,684,800 0.50
計 267,623,724 80.11

当社は、自己株式2,010,014株を保有しておりますが、上記の大株主から除外しております。

持株比率は自己株式を控除して計算しております。

※1

※2

　

大株主の状況

所有者別
株式数分布状況

336,096,924株
（32,941名）

その他
国内法人

59.66%

外国個人・法人
17.59%

金融機関
10.14%

個人その他
11.08%

自己株式 0.60%

証券会社 0.93%


